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愛知県地域防災計画の修正（案）の要旨

Ⅰ 愛知県地域防災計画の修正の根拠

都道府県地域防災計画は、災害予防、災害応急対策及び災害復旧等に関する事項別の

計画について定めた総合的な計画であり、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、

修正しなければならないとされている（災害対策基本法第４０条）。 

また、地域防災計画の作成、修正は都道府県防災会議の所掌事務とされている（災害

対策基本法第１４条）。 

Ⅱ 主な修正内容

１．災害対策基本法の改正

（１）避難勧告及び避難指示の一本化

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第１編 第２章 基本理念及び重点を置くべき事項（ほか多数） 

■地震・津波編 第１編 第４章 基本理念及び重点を置くべき事項（ほか多数） 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ１（ほか多数） 

■地震・津波編 ｐ３（ほか多数） 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 重点を置くべき事項 第２節 重点を置くべき事項 

３ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

住民等の円滑かつ安全な避難行動を支援する

ため、ハザードマップの作成、避難勧告等の判

断基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及

び周知徹底、立退き指示等に加えての必要に応

じた「屋内安全確保」の指示、避難行動要支援

者名簿の作成及び活用を図ること。 

また、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧

告・避難指示（緊急）及び災害発生情報（以下

「避難勧告等」という。）等に警戒レベルを付し

て提供することにより、避難のタイミングや住

民等がとるべき行動を明確にする。

３ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

住民等の円滑かつ安全な避難行動を支援する

ため、ハザードマップの作成、避難情報の判断

基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び

周知徹底、立退き指示に加えての必要に応じた

「緊急安全確保」の指示、避難行動要支援者名

簿及び個別避難計画の作成及び活用を図るこ

と。 

また、高齢者等避難、避難指示及び緊急安全

確保（以下「避難情報」という。）等の行動を促

す情報に警戒レベルを付して提供することによ

り、避難のタイミングや住民等がとるべき行動

を明確にする。

■地震・津波編

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 重点を置くべき事項 第２節 重点を置くべき事項 

５ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

住民等の円滑かつ安全な避難を確保するた

め、ハザードマップの作成、避難勧告等の判断

基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び

周知徹底、立退き指示等に加えての必要に応じ

た「屋内安全確保」の指示、避難行動要支援者

名簿の作成及び活用を図ること。

５ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

住民等の円滑かつ安全な避難を確保するた

め、ハザードマップの作成、避難情報の判断基

準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び周

知徹底、立退き指示等に加えての必要に応じた

「緊急安全確保」の指示、避難行動要支援者名

簿及び個別避難計画の作成及び活用を図るこ

と。 

資料２ 
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（２）広域避難に関する事項

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第３編 第２章 避難行動 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ３２ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

（新設） 第４節 広域避難

（新設） １ 広域避難に係る協議 

（1）市町村における措置 

市町村は、災害が発生するおそれがある場合

において、避難指示の発令による避難先を当該

市町村内の指定緊急避難場所その他の避難場所

とすることが困難であり、かつ、居住者等の生

命又は身体を災害から保護するため当該居住者

等を一定期間他の市町村に滞在させる必要があ

ると認められるときは、当該居住者等の受入れ

については、避難先市町村と直接協議し、他の

都道府県の市町村への受入れについては、避難

先都道府県との協議を県に要求する。なお、他

の都道府県の市町村への受入れについては、事

態に照らし緊急を要すると認めるときは、他の

都道府県の市町村に直接協議することができ

る。 

（2）県における措置 

県は、県域を越える避難について、市町村か

ら要求があった場合は、避難先都道府県と協議

を行う。県は、市町村から求められたときは、

広域避難に関する事項について助言を行う。

２ 居住者等の運送 

（1）県における措置 

県は、災害が発生するおそれがある場合で

あって、居住者等の生命又は身体を当該災害か

ら保護するため緊急の必要があると認めるとき

は、運送事業者である指定公共機関又は指定地

方公共機関に対し、居住者等の運送を要請する

ことができる。要請にあっては、次の内容を示

すものとする。 

  ア 運送すべき人 

  イ 運送すべき場所 

  ウ 期日 
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（３）個別避難計画の作成 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

■地震・津波編 第２編 第 ８ 章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ１６ 

■地震・津波編 ｐ２２ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 要配慮者支援対策 第２節 要配慮者支援対策 

県（福祉局、保健医療局、観光コンベンション

局、県民文化局、防災安全局、建設局、教育委

員会）、市町村級び社会福祉施設等管理者におけ

る措置 

（略） 

（3）避難行動要支援者対策 

（略） 

（追加） 

県（福祉局、保健医療局、観光コンベンション

局、県民文化局、防災安全局、建設局、教育委

員会）、市町村及び社会福祉施設等管理者におけ

る措置 

（略） 

（3）避難行動要支援者対策 

（略） 

ウ 個別避難計画の作成等

(ｱ)個別避難計画の作成 

市町村は、避難行動要支援者に関する氏名・

生年月日・性別・住所又は居所・電話番号その

他の連絡先・避難支援等を必要とする理由等の

ほか、避難支援等実施者の氏名又は名称・住所

又は居所・電話番号その他の連絡先・避難施設

その他の避難場所及び避難路その他の避難経路

に関する事項等必要な事項を記載した個別避難

計画を作成するよう努める。 

(ｲ)避難支援等関係者への事前の個別避難計画

情報の提供 

市町村は、消防機関、警察、民生委員、社会

福祉協議会、自主防災組織、その他個別避難計

画に掲載された情報を事前に提供できる避難支

援等関係者の範囲を市町村地域防災計画であら

かじめ定めておく。 

併せて、これらの情報の施錠可能な場所での

保管の徹底や、複製の制限等による情報管理の

徹底を図るとともに、避難支援等関係者への研

修会の開催等を通じて、情報漏洩防止の措置を

求める等、避難行動要支援者及び第三者の権利

利益を保護する措置について市町村地域防災計

画であらかじめ定めることとする。なお、庁舎

の被災等の事態が生じた場合においても個別避

難計画の活用に支障が生じないよう、情報の適

切な管理に努めるものとする。 

また、市町村は、当該市町村の条例の定めに

より、又は、避難行動要支援者本人への郵送や

個別訪問などの働きかけによる説明及び意思確

認により、平常時から、情報を広く避難支援等

関係者に提供することについて周知を行う。 
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現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

ウ 市町村は、安全が確認された後に、避難行

動要支援者を円滑に緊急避難場所から避難所

へ移送するため、運送事業者等の協力を得な

がら、移送先及び移送方法等についてあらか

じめ定めるよう努める。 

（略）

(ｳ)個別避難計画と地区防災計画の整合

市町村は、個別避難計画が作成されている避

難行動要支援者が居住する地区において、地区

防災計画を定める場合は、地域全体での避難が

円滑に行われるよう、個別避難計画で定められ

た内容を前提とした避難支援の役割分担及び支

援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう

努めるものとする。また、訓練等により、両計

画の一体的な運用が図られるよう努めるものと

する。 

エ 市町村は、安全が確認された後に、避難行

動要支援者を円滑に緊急避難場所から避難所

へ移送するため、運送事業者等の協力を得な

がら、移送先及び移送方法等についてあらか

じめ定めるよう努める。 

（略）

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 



   - 5 - 

２．新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた修正

（１）避難所における感染症対策 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

 ■地震・津波編 第２編 第 ８ 章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ１３、１４ 

 ■地震・津波編 ｐ１９、２０ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第１節 避難所の指定・整備等 第１節 避難所の指定・整備等 

市町村における措置

（2）指定避難所の指定 

ウ 避難者の避難状況に即した最小限のスペー

スを、次のとおり確保するとともに、避難所

運営に必要な本部、会議、医療、要配慮者等

に対応できるスペースを確保するものとす

る。 

＜一人当たりの必要占有面積＞ 

（追加） 

（5）避難所の運営体制の整備 

カ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対

策について、感染症患者が発生した場合の対

応を含め、県が作成した「避難所における新

型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライ

ン」などを参考に、平常時から防災担当部局

と保健福祉担当部局が連携して取組を進める

とともに、必要な場合には、ホテルや旅館等

の活用等を含めて検討するよう努めるものと

する。

市町村における措置

（2）指定避難所の指定 

ウ 避難者の避難状況に即した最小限のスペー

スを、次のとおり確保するとともに、避難所

運営に必要な本部、会議、医療、要配慮者等

に対応できるスペースを確保するものとす

る。 

＜一人当たりの必要占有面積＞ 

＜新型コロナウイルス感染症対応時の必要占有面積＞

一家族が、目安で 3m×3m の 1 区画を使用し、

各区画（一家族）の距離は1～2m以上空ける（※

人数に応じて区画の広さは調整する。）。 

（5）避難所の運営体制の整備 

カ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対

策について、感染症患者が発生した場合の対

応を含め、県が作成した「避難所における新

型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライ

ン」などを参考に、平常時から防災担当部局

と保健福祉担当部局が連携して取組を進める

とともに、必要な場合には、ホテルや旅館等

の活用等を含めて、可能な限り多くの避難所

の開設に努めるものとする。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 
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（２）避難所開設・運営訓練の実施 

（３）パーティション等の備蓄の促進

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

 ■地震・津波編 第２編 第 ８ 章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ１４ 

 ■地震・津波編 ｐ２０ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第１節 避難所の指定・整備等 第１節 避難所の指定・整備等 

市町村における措置

（3）避難所が備えるべき設備の整備 

避難所には、内閣府が作成した「避難所にお

ける良好な生活環境の確保に向けた取組指針」

を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールト

イレ、毛布等の整備を図るとともに、マスク、

消毒液の備蓄に努める。さらに、空調・洋式ト

イレなど要配慮者にも配慮した施設・設備の整

備に努める。 

（略） 

（5）避難所の運営体制の整備 

（追加）

市町村における措置

（3）避難所が備えるべき設備の整備 

避難所には、内閣府が作成した「避難所にお

ける良好な生活環境の確保に向けた取組指針」

を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールト

イレ、毛布、段ボールベッド、パーティション

等の整備を図るとともに、マスク、消毒液の備

蓄に努める。さらに、空調・洋式トイレなど要

配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努め

る。 

（略） 

（5）避難所の運営体制の整備 

キ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の

拡大のおそれがある状況下での災害対応に備

え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営

訓練を積極的に実施するものとする。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 
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（４）コロナの自宅療養者等に対する情報共有等 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第３編 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策 

 ■地震・津波編 第３編 第７章 医療救護・防疫・保健衛生対策 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ３６、３７ 

 ■地震・津波編 ｐ４５、４６ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 防疫・保健衛生 第２節 防疫・保健衛生 

１ 県（保健医療局）における措置 

（追加） 

２ 保健所設置市における措置 
（追加) 

１ 県（保健医療局・感染症対策局）における措

置 

(7)自宅療養者等の避難確保 

ア 新型コロナウイルス感染症を含む感染症

の自宅療養者等の被災に備えて、平常時か

ら、防災担当部局（管内の市町村の防災担

当部局を含む。）との連携の下、ハザード

マップ等に基づき、自宅療養者等が危険エ

リアに居住しているか確認を行うよう努め

るものとする。 

 イ 市町村の防災担当部局との連携の下、自

宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な

検討・調整を行うとともに、必要に応じ

て、自宅療養者等に対し、避難の確保に向

けた情報を提供するよう努めるものとす

る。 

２ 保健所設置市における措置 

(6)自宅療養者等の避難確保 

ア 新型コロナウイルス感染症を含む感染症

の自宅療養者等の被災に備えて、平常時か

ら、防災担当部局との連携の下、ハザード

マップ等に基づき、自宅療養者等が危険エ

リアに居住しているか確認を行うよう努め

るものとする。 

 イ 防災担当部局との連携の下、自宅療養者

等の避難の確保に向けた具体的な検討・調

整を行うとともに、必要に応じて、自宅療

養者等に対し、避難の確保に向けた情報を

提供するよう努めるものとする。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 
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（５）応援職員等の感染症対策 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第１１章 広域応援・受援体制の整備 

         第３編 第 1 章 活動態勢（組織の動員配備） 

 ■地震・津波編 第２編 第１１章 広域応援・受援体制の整備 

         第３編 第 1 章 活動態勢（組織の動員配備） 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ２０、２４ 

 ■地震・津波編 ｐ２８、３５ 

■風水害等編 

第２編 第１１章 広域応援・受援体制の整備

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 広域応援体制の整備 第１節 広域応援・受援体制の整備 

１ 県（防災安全局、各局）及び市町村におけ

る措置 

（3）防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

県及び市町村は、国や他の地方公共団体等か

らの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報

共有や各種調整等を行うための受援体制の整備

に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業

務担当部署における受援担当者の選定や応援職

員等の執務スペース等の確保を行うものとす

る。 

２ 県（防災安全局、各局）及び市町村におけ

る措置 

（3）受援体制の整備 

県及び市町村は、国や他の地方公共団体等か

らの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報

共有や各種調整等を行うための受援体制の整備

に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業

務担当部署における受援担当者の選定や応援職

員等の執務スペース等の確保を行うものとす

る。その際、新型コロナウイルス感染症を含む

感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮す

る。

第３編 第 1章 活動態勢（組織の動員配備） 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 職員の派遣要請 第２節 職員の派遣要請 

１ 県（防災安全局）における措置 

（4）被災市町村への県職員の派遣 

県は、被災市町村に職員を派遣する場合、地

域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努め

るものとする。 

２ 市町村における措置 

（4）被災市町村への市町村職員の派遣 

市町村は、被災市町村に職員を派遣する場合、

地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努

めるものとする。

１ 県（防災安全局）における措置 

（4）被災市町村への県職員の派遣 

県は、被災市町村に職員を派遣する場合、地

域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努め

るものとする。その際、新型コロナウイルス感

染症を含む感染症対策のため、派遣職員の健康

管理やマスク着用等を徹底するものとする。

２ 市町村における措置 

（4）被災市町村への市町村職員の派遣 

市町村は、被災市町村に職員を派遣する場

合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定

に努めるものとする。その際、新型コロナウイ

ルス感染症を含む感染症対策のため、派遣職員

の健康管理やマスク着用等を徹底するものとす

る。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 
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３．その他最近の国の施策等を踏まえた修正 

〇災害対応業務のデジタル化の推進 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第１編 第２章 基本的理念及び重点を置くべき事項 

 ■地震・津波編 第１編 第４章 基本的理念及び重点を置くべき事項 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ１ 

 ■地震・津波編 ｐ２ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 重点を置くべき事項 第２節 重点を置くべき事項 

１ 大規模広域災害への即応力の強化に関する事項

大規模広域災害にも対応し得る即応体制を充

実・強化するため、発災時における積極的な情

報の収集・伝達・共有体制の強化や、都道府県

間・市町村間の相互支援体制を構築すること。 

１ 大規模広域災害への即応力の強化に関する事項

大規模広域災害にも対応し得る即応体制を充

実・強化するため、発災時における積極的な情

報の収集・伝達・共有体制の強化や、都道府県

間・市町村間の相互支援体制を構築するととも

に、実践的な訓練の実施に努めること。その

際、効果的・効率的な対策を行うため、災害対

応に必要な情報項目等の標準化や、システムを

活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制

整備を図るなど、災害対応業務のデジタル化の

促進に努める。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 

〇福祉避難所の活用による要配慮者の円滑な避難の確保 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

 ■地震・津波編 第２編 第 ８ 章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ１３ 

 ■地震・津波編 ｐ２３ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第２節 要配慮者支援対策 第２節 要配慮者支援対策 

県（福祉局、保健医療局、観光コンベンション

局、県民文化局、防災安全局、建設局、教育委

員会）、市町村及び社会福祉施設等管理者におけ

る措置 

（5）福祉避難所の設置等

自宅や福祉施設が被災した要配慮者につい

て、福祉避難所への移送や、被災を免れた社会

福祉施設等への緊急入所等、適切な支援を実施

するものとする。 

県（福祉局、保健医療局、観光コンベンション

局、県民文化局、防災安全局、建設局、教育委

員会）、市町村及び社会福祉施設等管理者におけ

る措置 

（5）福祉避難所の設置等

自宅や福祉施設が被災した要配慮者につい

て、福祉避難所への移送や、被災を免れた社会

福祉施設等への緊急入所等、適切な支援を実施

するものとする。 

また、受入れを想定していない避難者が避難
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現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

してくることがないよう、必要に応じて、あら

かじめ福祉避難所として指定避難所を指定する

際に、受入れ対象者を特定して公示するものと

する。 

前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け

入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避

難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要と

なった際に福祉避難所へ直接避難することがで

きるよう努めるものとする。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 

〇あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の推進 

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第２章 水害予防対策 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ４ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

第１節 河川防災対策 第１節 河川防災対策 

１ 中部地方整備局、県（建設局）及び市町村

における措置 

（追加）

１ 中部地方整備局、県（建設局）及び市町村

における措置 

（4）流域治水プロジェクト 

気候変動の影響による災害の激甚化・頻発化

に対応するため、国・県・市町村、地元企業、

住民等あらゆる関係者が協働してハード・ソフ

トの両面から「流域治水」を推進する。

〇正常性バイアス等の必要な知識を教える実践的な防災教育の推進

＜修正箇所＞ 

 ■風水害等編  第２編 第１２章 防災訓練及び防災意識の向上 

■地震・津波編 第２編 第１２章 防災訓練及び防災意識の向上 

＜新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ｐ２２ 

■地震・津波編 ｐ３１ 

■風水害等編 

現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

■ 基本方針 ■ 基本方針 

○ 国、県及び市町村は、「自らの命は自らが守

る」という意識の徹底や、地域の災害リスクと

とるべき避難行動等についての住民の理解を促

進するため、行政主導のソフト対策のみでは限

界があることを前提とし、住民主体の取組を支

援・強化することにより、社会全体として 

○ 国、県及び市町村は、「自らの命は自らが守

る」という意識の徹底や、地域の災害リスク、

正常性バイアス等の必要な知識及び災害時にと

るべき避難行動等についての住民の理解を促進

するため、行政主導のソフト対策のみでは限界

があることを前提とし、住民主体の取組を支
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現行（令和２年７月修正） 修 正 案 

の防災意識の向上を図るものとする。 援・強化することにより、社会全体としての防

災意識の向上を図るものとする。

■地震・津波編 

※ 風水害等編と同様の修正を行う。 


